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平成２９年８月３１日（木）１６：２０～ 

高松市子ども・子育て支援会議 貧困対策部会 

資料１ 
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国・県における子どもの貧困対策 

平成２５年 ６月 子どもの貧困対策の推進に関する法律 公布 

８月 子供の貧困対策に関する大綱 閣議決定 

１月 子どもの貧困対策の推進に関する法律 施行 

８月 香川県子どもの貧困対策推進計画 策定 

９月 香川県子どもの未来応援アンケート調査 実施 

３月 香川県子どもの未来応援体制整備プラン 策定  

平成２６年 

平成２７年 

平成２８年 

平成２９年 
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計画の基本的事項① 

計画策定の背景と目的 

背景 

目的 

○本市の未来を担う子どもの将来が、その生まれ育った環境に左右されることのないよ
う、また、貧困が世代を超えて連鎖することのないよう、必要な環境整備と教育の機会
均等を図るとともに、すべての子どもたちが夢と希望を持って成長していける社会を実
現する 

○Ｈ２４年の日本のこどもの貧困率は１６．３％（ＯＥＣＤ３４か国中２５位） 

○Ｈ２７年は１３．９％に改善したものの、依然として７人に１人は貧困状態 

○国においてＨ２５年度に子どもの貧困対策の推進に関する法律を施行、大綱を閣議決定 

○県においてＨ２７年度に子どもの貧困対策推進計画を策定、Ｈ２８年度にプランを策定 

計画の期間 

○計画期間は、平成３０年度（２０１８年度）から平成３４年度（２０２２年度） 

 までの５年間 

○法律、大綱の改正や社会経済情勢等の変化を踏まえ、必要に応じて見直しを図る 
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計画の基本的事項② 

計画の位置付け 

【国】 
  

  

  

  

  

子どもの貧困対策の 
推進に関する法律 

子どもの貧困対策に 
関する大綱 

【県】 
  

  

  

  

  

香川県子どもの未来 
応援体制整備プラン 

香川県子どもの 
貧困対策推進計画 

【高松市】 
  

  

  

  

  

  

  

■第６次高松市総合計画■ 

高
松
市
子
ど
も
の
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策
推
進
計
画
（
仮
称
） 

高
松
市
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
推
進
計
画 

第
２
期
高
松
市
教
育
振
興
基
本
計
画 

そ
の
他
の
計
画 

○法律・大綱を踏まえつつ、県計画・プランと連携を図る 

○第６次高松市総合計画のもと、関連諸計画との整合性を図る 
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高松市の子どもの貧困の現状① 

○平成２８年９月に県が実施した「香川県子どもの未来応援アンケート調査」のうち、

高松市部分を抽出し、分析を行った。 

 調査対象：市内の小学１年生、小学５年生、中学２年生の保護者３，０５２名 

      （各学年の児童・生徒数の２５％を抽出） 

 有効回答：１，６２９件（有効回答率５３．４％） 

 調査内容：１ 子どもの生活状況について 

      ２ 学習環境等について 

      ３ 世帯の状況について 

      ４ 支援制度の利用状況・相談状況等について 

  

調査概要 

結果（抜粋） 

○全世帯に占める「非生活困難世帯」の割合が８６．５％（１，４０９世帯）であるの 

 に対し「生活困難世帯」の割合は９．５％（１５５世帯） 

※生活困難世帯・・・世帯の年間収入（手取り額）を世帯人数の平方根で割った額（等価可処分所 

得）が、１２２万円未満の世帯が「生活困難世帯」、１２２万円以上の世帯が「非生活困難世帯」 
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高松市の子どもの貧困の現状② 

区分 項 目 非生活困難世帯 生活困難世帯 

教育 
学習塾・習い事について「通っていない」 ２６．０％ ４４．５％ 

将来、進学させたいと思う学校が「大学又は大学院」 ７１．５％ ５１．６％ 

生活 

１週間のうち、朝食を用意する頻度が「４日以下」 ２．１％ ３．９％ 

１週間のうち、子どもだけで夕食を食べる頻度が「５日以上」 ７．９％ １８．７％ 

１週間のうち、お風呂に入る頻度が「４日以下」 １．０％ ２．６％ 

未治療のむし歯がある（不明含む） ４．８％ ７．７％ 

経済 

子育てをする上で不安に感じていることや悩んでいることが
「子どもの教育費」 

４１．５％ ５８．７％ 

子育てをする上で必要・重要だと思う施策が「就職のための
支援」 

２３．９％ ２９．７％ 

相談 
子育ての不安や悩みの相談先が「家族、親族」 ９０．２％ ７２．９％ 

子育ての不安や悩みについて「誰にも相談したくない」 １．３％ ７．１％ 

○非生活困難世帯と生活困難世帯の比較（主なもの） 

結果（抜粋） 

○夫婦と子のみの世帯のうち、非生活困難世帯は９１．２％、生活困難世帯は５．７％ 

○ひとり親と子のみの世帯のうち、非生活困難世帯は６２．１％、生活困難世帯は３５．９％ 
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子どもの貧困に関する課題 

１ 教育に関する課題 

４ 制度利用・相談に関する課題 

３ 就労・経済状況に関する課題 

２ 生活に関する課題 

○学習塾や習い事に通えない 

○仕事や家事で多忙なため保護者が勉強を見ることができない 

○保護者の意識や学力不足により進学が困難 

○親が子どもに十分関わることができず、生活習慣などのしつけができない 

○孤食（子どもだけで食事をとる）の問題や衛生面での不安 

○非正規雇用や短時間勤務による収入不足 

○ひとり親であるが養育費を得られない 

○保護者に浪費癖がある、適切な金銭管理ができない 

○公的サービスについての情報不足 

○相談する相手がいないなど、周囲からの孤立 
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施策体系（国の大綱との比較） 
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施策体系図（案） 

１ 

教
育
の
支
援 

３ 

就
労
・
経
済 

  

的
な
支
援 

（１）学校をプラットフォームとした 

   総合的な子どもの貧困対策の展開 

（２）教育の機会均等の推進 

（１）保護者の生活支援 

（２）子どもの生活支援 

（３）その他の支援 

（１）保護者に対する就労支援 

（２）子どもに対する就労支援 

（３）経済的な支援 

（１）円滑な制度利用への支援 

（２）相談体制の充実 

①学校教育による学力の保障 

②学校を窓口とした福祉関連機関等との連携 

③学校と地域の連携推進 

④キャリア教育の推進 

①幼児教育の無償化推進と質の向上 

②義務教育段階の就学支援の充実 

③大学等進学に対する教育機会の提供 

④生活困窮世帯等への学習支援 

①保護者の自立支援 

②保育等の確保 

③保護者の健康確保 

①児童養護施設等の退所児童等の支援 

②食育の推進に関する支援 

③子どもの居場所づくりに関する支援 

④多様な体験活動の機会の確保 

①妊娠期からの切れ目のない支援 

②住宅支援 

①保護者の就労支援 

②保護者の学び直しの支援 

①子どもに対する就労支援 

①経済的支援の充実 

②養育費の確保に関する支援 

①関係機関の連携体制の構築 

②情報発信の強化 

①相談体制の充実 

施策の柱 施策の方向性 施策の推進内容 

２ 

生
活
の
支
援 

４ 

制
度
利
用
・ 

  

相
談
の
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計画の基本的な考え方① 

計画の基本理念・基本目標 

基本的な視点 

○今後検討 

（１）第一に子どもに視点を置く 

（２）緊急度の高い子どもを優先する 

（３）差別や偏見を助長しないよう留意する 

○子どもの生活や成長を権利として保証する観点から、一般的な子ども関連施策を 

 ベースとし、第一に子どもに視点を置いて施策を実施 

○児童養護施設に入所している子どもや生活保護世帯の子ども、ひとり親家庭の 

 子どもなど、支援を要する緊急度の高い子どもに対して優先的に施策を講じる 

○支援対象を的確に捉える一方で、対象となる子どもに対する差別や偏見を助長する 

 ことがないよう十分配慮する 
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計画の基本的な考え方② 

基本的な視点 

（４）子どもの貧困の実態を適切に把握する 

（５）継続的に取り組む 

（６）地域・民間の活力を活用する 

（７）様々な機関等と連携・協力を図る 

○家族・家庭の役割と責任を過度に重く見る考え方の影響により、見えにくくなって 

 いる子どもの貧困の実態について状況把握に努め、対策に生かす 

○即効性のある事業はないため、継続的・中長期的な支援を中心とする 

○厳しい財政状況も踏まえながら、景気だけに頼らない持続可能な取組を行う 

○周辺住民によるボランティアや民間のノウハウなどを活用し、地域社会への参加の 

 機会を確保する 

○子どもの成長段階に即して切れ目なく必要な施策が実施されるようにするため、 

 様々な組織によるネットワークを構築する 
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計画策定スケジュール 


